
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年２月12日

【四半期会計期間】 第34期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

【会社名】 株式会社タケエイ

【英訳名】 TAKEEI CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　三　本　　守

【本店の所在の場所】 東京都港区芝公園二丁目４番１号

【電話番号】 03-6361-6820

【事務連絡者氏名】 常務取締役企画管理本部長　輿　石　　浩

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝公園二丁目４番１号

【電話番号】 03-6361-6820

【事務連絡者氏名】 常務取締役企画管理本部長　輿　石　　浩

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

 1/32



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第33期

第３四半期

連結累計期間

第34期

第３四半期

連結累計期間

第33期

第３四半期

連結会計期間

第34期

第３四半期

連結会計期間

第33期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 10,843 11,179 3,883 3,988 14,621

経常利益 （百万円） 293 600 198 273 613

四半期（当期）純利益 （百万円） 96 190 98 110 265

純資産額 （百万円） － － 9,797 10,225 10,073

総資産額 （百万円） － － 26,297 28,811 29,666

１株当たり純資産額 （円） － － 1,856.641,909.421,889.12

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 18.76 36.71 19.14 21.18 51.55

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） 17.74 36.21 18.90 20.91 49.21

自己資本比率 （％） － － 36.6 34.4 33.0

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） 801 1,567 － － 1,181

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △1,626 △751 － － △2,487

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △54 △1,331 － － 1,706

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 2,770 3,533 4,049

従業員数 （名） － － 744 775 769

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 775　

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 571　

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　この他に子会社泰武興運(株)より43名が現場作業員として派遣されています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社及び連結子会社の生産実績の内容は、販売実績とほぼ一致しているため、「(3) 販売実績」を参照

下さい。また、当社グループにおける生産実績とは、廃棄物の処理実績を意味しております。

　

(2)　受注実績

当社及び連結子会社は、受注と役務の提供がほぼ同時であるため、受注残高管理は行っておりません。

　

(3)　販売実績

当社グループは、環境ソリューション事業という単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報

はありません。

当第３四半期連結会計期間における販売実績を業務区分ごとに示すと、次のとおりであります。

業務区分の名称 　販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

廃棄物処分業務 2,677 △3.1

収集運搬業務 916 ＋2.8

その他の業務 394 ＋72.2

合計 3,988 ＋2.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売額に対する割合が10％以上の主要な販売先が無いため、相手方別の記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、

又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における事業環境につきましては、東京都区内で再開発が一部着工するな

ど、やや明るい兆しが出ているものの、依然として景気低迷の影響を受け国内の不動産市況や建築着工が

低迷し、建設系産業廃棄物処理業界は引き続き厳しい環境にあります。また、グループの株式会社北陸環

境サービス、株式会社池田商店で受け入れている建設系以外の産業廃棄物につきましても、景気低迷の影

響を受け廃棄物の排出量が減少しております。

このような状況のなか、当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、以下のとお

りであります。

（売上高）

当第３四半期連結会計期間における売上高は、マーケットシェアの拡大を狙い、顧客の多様なニーズに

あわせた積極的な営業展開を行った結果、3,988百万円（前年同四半期比104百万円の増加、前年同四半期

比2.7％増）となりました。

（売上原価）

当第３四半期連結会計期間における売上原価は、鉄スクラップ価格等の上昇による有価物売却額の増

加（原価の減少）や全社的なコスト削減により2,917百万円（前年同四半期比32百万円の減少、前年同四

半期比1.1％減）となりました。

（売上総利益）

当第３四半期連結会計期間における売上総利益は1,071百万円（前年同四半期比137百万円の増加、前

年同四半期比14.7％増）となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当第３四半期連結会計期間における販売費及び一般管理費は、新たに連結子会社が加わったことによ

るのれん償却額の増加などにより679百万円（前年同四半期比38百万円の増加、前年同四半期比6.1％

増）となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における営業利益は391百万円（前年同四半期比98百万円の増

加、前年同四半期比33.5％増）となりました。

（営業外損益、経常利益）

営業外収益は、受取保険金3百万円、債務取崩益1百万円等により8百万円となりました。

営業外費用は、支払利息90百万円等により126百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における経常利益は273百万円（前年同四半期比74百万円の増

加、前年同四半期比37.6％増）となりました。

（特別損益、税金等調整前四半期純利益）

特別利益は、固定資産売却益8百万円、貸倒引当金戻入額2百万円により10百万円となりました。
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特別損失は、投資有価証券売却損2百万円等により2百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における税金等調整前四半期純利益は281百万円（前年同四半期

比73百万円の増加）となりました。

（法人税等）

当第３四半期連結会計期間における法人税等は161百万円（前年同四半期比52百万円の増加、前年同四

半期比47.8％増）となりました。

（四半期純利益）

当第３四半期連結会計期間における四半期純利益は110百万円（前年同四半期比11百万円の増加）

（前年同四半期比11.2％増）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は28,811百万円（前連結会計年度比2.9％減）となり、前

連結会計年度末に比べ854百万円減少しました。流動資産は7,725百万円となり、前連結会計年度末に比べ

671百万円減少しました。これは、受取手形及び売掛金が168百万円、現金及び預金が615百万円減少したこ

となどによります。固定資産は20,804百万円となり、前連結会計年度末に比べ193百万円減少いたしまし

た。これは、最終処分場が194百万円減少したことなどによります。

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は18,586百万円（前連結会計年度比5.1％減）となり、

前連結会計年度末に比べ1,005百万円減少いたしました。流動負債は6,221百万円となり、前連結会計年度

末に比べ1,760百万円減少いたしました。これは、１年内償還予定の社債が1,240百万円、短期借入金が530

百万円減少したことなどによります。固定負債は12,365百万円となり、前連結会計年度末に比べ754百万

円増加いたしました。これは、社債が710百万円増加したことなどによります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は10,225百万円（前連結会計年度比1.5％増）となり、前

連結会計年度末に比べ151百万円増加いたしました。これは、利益剰余金が125百万円増加したことなどに

よります。

（自己資本比率）

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は34.4％（前連結会計年度比1.4ポイント増）と

なりました。

（１株当たり純資産額）

当第３四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は1,909円42銭（前連結会計年度比20円30

銭の増加）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,533百万円

（前年同四半期比762百万円の増加）となりました。

各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により資金は595百万円の増加（前年同四半期比402百万円の増加）となりました。これは、法

人税等の支払額143百万円、利息の支払額71百万円等の支出がありましたが、減価償却費391百万円、税金

等調整前四半期純利益281百万円、支払利息及び社債利息90百万円等の収入によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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投資活動による資金は150百万円の減少（前年同四半期比148百万円の増加）となりました。これは、有

形固定資産の取得による支出140百万円等の支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は870百万円の減少（前年同四半期比1,269百万円の減少）となりました。これは、

社債の発行による収入683百万円、短期借入れによる収入1,060百万円等の収入がありましたが、社債の償

還による支出920百万円、短期借入金の返済による支出1,065百万円、長期借入金の返済による支出547百

万円等の支出によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,880,000

計 14,880,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 5,194,400 5,194,800
東京証券取引所
  (マザーズ)

単元株式数は100株で
あります。

計 5,194,400 5,194,800 － －

(注)  提出日現在発行数には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、以下のとお

りであります。

①第１回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成16年８月６日）

　
第３四半期会計期間末現在

(平成21年12月31日)

新株予約権の数(個) 276

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 110,400（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　　488（注）２

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日から
平成26年８月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　488
資本組入額　　244

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当
社子会社の取締役または従業員のいずれかの地位を保
有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結して
いる場合に限り、新株予約権を行使することができる。
ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると
認めた場合はこの限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は
新株予約権を行使することができる。

（3）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議
に基づき、「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、ならび

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と

認める株式の数の調整を行います。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権行使の場合は除く）

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

３　平成19年８月10日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって、株式１株を２株に分割してお

ります。これに伴い、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

４　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由による権利喪失者の新株予約
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権の数を減じております。

５　新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

　　新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記「新株予約権割当契約書」に

基づき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。

　

②第２回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年１月30日）

　
第３四半期会計期間末現在

(平成21年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,060

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 35

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 424,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　１株当たり　1,375(注)２

新株予約権の行使期間
平成20年２月16日から
平成28年２月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,375
資本組入額　　688

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当
社子会社の取締役、監査役及び従業員のいずれかの地位
を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結
している場合に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があ
ると認めた場合はこの限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は
新株予約権を行使することができる。

（3）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議
に基づき、「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、ならび

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と

認める株式の数の調整を行います。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権行使の場合は除く）

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

３　平成19年８月10日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって、株式１株を２株に分割してお
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ります。これに伴い、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

４　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由による権利喪失者の新株予約

権の数を減じております。

５　新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

　　新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記「新株予約権割当契約書」に

基づき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成21年10月１日～

平成21年12月31日

（注）

800 5,194,400 0 3,282 0 3,225

（注）　新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から、平成21年12月４日付で大量保有報告

書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期

会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所 報告義務発生日
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４丁目３
番１号

平成21年11月30日 456 8.80
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①　【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－ －　普通株式 200

　 　

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,193,000 51,930 －

単元未満株式 普通株式 400 － －

発行済株式総数 　 5,193,600 － －

総株主の議決権 　 － 51,930 －

　

②　【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社タケエイ
東京都港区芝公園
二丁目４番１号

200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,0601,3531,4581,5701,5441,5401,4051,3401,400

最低(円) 870 950 1,2101,2901,2501,3601,219 980 1,150

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ市場）における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役（常勤） － 千藏　義人 平成21年９月６日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,076 4,692

受取手形及び売掛金 ※４
 2,748

※３
 2,917

商品及び製品 1 0

仕掛品 15 18

原材料及び貯蔵品 223 227

繰延税金資産 72 155

未収入金 117 209

その他 488 201

貸倒引当金 △18 △25

流動資産合計 7,725 8,397

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,878 6,009

機械装置及び運搬具（純額） 2,944 3,056

最終処分場（純額） 2,170 2,364

土地 6,884 6,643

その他（純額） 642 478

有形固定資産合計 ※１
 18,519

※１
 18,551

無形固定資産

のれん 1,266 1,413

その他 103 95

無形固定資産合計 1,370 1,509

投資その他の資産

投資有価証券 65 66

繰延税金資産 207 221

その他 686 695

貸倒引当金 △45 △45

投資その他の資産合計 914 936

固定資産合計 20,804 20,997

繰延資産 281 271

資産合計 28,811 29,666

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

15/32



(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 406 484

短期借入金 1,282 1,812

1年内返済予定の長期借入金 3,104 3,181

1年内償還予定の社債 60 1,300

未払法人税等 168 38

その他 1,200 1,164

流動負債合計 6,221 7,981

固定負債

社債 1,000 290

長期借入金 9,763 9,774

繰延税金負債 391 410

退職給付引当金 193 209

処分場閉鎖引当金 268 255

その他 748 670

固定負債合計 12,365 11,610

負債合計 18,586 19,592

純資産の部

株主資本

資本金 3,282 3,278

資本剰余金 3,445 3,442

利益剰余金 3,193 3,067

自己株式 △0 △0

株主資本合計 9,919 9,787

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 △0

評価・換算差額等合計 △1 △0

少数株主持分 307 287

純資産合計 10,225 10,073

負債純資産合計 28,811 29,666
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 10,843 11,179

売上原価 8,352 8,225

売上総利益 2,491 2,954

販売費及び一般管理費 ※１
 1,889

※１
 2,048

営業利益 602 906

営業外収益

受取利息 5 3

受取保険金 － 22

債務取崩益 8 3

その他 17 17

営業外収益合計 31 46

営業外費用

支払利息 280 278

持分法による投資損失 0 1

その他 59 73

営業外費用合計 340 352

経常利益 293 600

特別利益

固定資産売却益 55 10

貸倒引当金戻入額 39 5

保険解約返戻金 43 －

特別利益合計 138 16

特別損失

固定資産売却損 － 5

固定資産除却損 72 4

リース解約損 28 －

その他 16 2

特別損失合計 117 11

税金等調整前四半期純利益 314 605

法人税、住民税及び事業税 100 313

法人税等調整額 108 77

法人税等合計 208 390

少数株主利益 9 24

四半期純利益 96 190
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 3,883 3,988

売上原価 2,949 2,917

売上総利益 933 1,071

販売費及び一般管理費 ※１
 640

※１
 679

営業利益 292 391

営業外収益

受取利息 0 0

受取保険金 － 3

債務取崩益 1 1

その他 7 3

営業外収益合計 9 8

営業外費用

支払利息 85 90

持分法による投資損失 0 0

その他 17 35

営業外費用合計 103 126

経常利益 198 273

特別利益

固定資産売却益 24 8

貸倒引当金戻入額 － 2

特別利益合計 24 10

特別損失

固定資産除却損 3 0

投資有価証券売却損 － 2

リース解約損 9 －

その他 1 0

特別損失合計 14 2

税金等調整前四半期純利益 208 281

法人税、住民税及び事業税 39 116

法人税等調整額 69 44

法人税等合計 109 161

少数株主利益 0 10

四半期純利益 98 110
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 314 605

減価償却費 834 1,069

のれん償却額 72 146

貸倒引当金の増減額（△は減少） △43 △8

処分場閉鎖引当金の増減額（△は減少） 1 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24 △15

受取利息及び受取配当金 △6 △3

支払利息 280 278

支払手数料 － 4

社債発行費 － 17

デリバティブ評価損益（△は益） △2 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 1 2

固定資産売却損益（△は益） △55 △5

固定資産除却損 72 4

売上債権の増減額（△は増加） 446 168

たな卸資産の増減額（△は増加） △20 6

仕入債務の増減額（△は減少） △10 △77

繰延資産の増減額（△は増加） △17 △10

未払金の増減額（△は減少） △109 △59

未払消費税等の増減額（△は減少） △294 134

その他 272 △338

小計 1,761 1,931

利息及び配当金の受取額 6 3

利息の支払額 △249 △265

法人税等の支払額 △716 △101

営業活動によるキャッシュ・フロー 801 1,567

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付けによる支出 △20 △48

短期貸付金の回収による収入 － 0

長期貸付金の回収による収入 2 0

定期預金の預入による支出 △68 △6

定期預金の払戻による収入 267 106

投資有価証券の取得による支出 △2 △3

投資有価証券の売却による収入 － 0

有形固定資産の取得による支出 △1,064 △785

有形固定資産の売却による収入 401 21

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,125 －

その他 △16 △38

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,626 △751
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 395 2,967

短期借入金の返済による支出 △196 △3,497

長期借入れによる収入 4,090 2,196

長期借入金の返済による支出 △4,085 △2,288

長期未払金の返済による支出 △78 △59

社債の発行による収入 － 732

社債の償還による支出 △150 △1,280

株式の発行による収入 40 6

少数株主からの払込みによる収入 50 －

配当金の支払額 △102 △64

少数株主への配当金の支払額 △5 △3

その他 △12 △40

財務活動によるキャッシュ・フロー △54 △1,331

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △878 △516

現金及び現金同等物の期首残高 3,641 4,049

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 7 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,770

※１
 3,533
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【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益総額

の20/100超となったため当第３四半期連結累計期間より区分掲記することといたしました。

　なお、前第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は、1百万円であります。

前第３四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めていた「固定資産売却損」は、特別損失総額の

20/100超となったため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計

期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産売却損」は0百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益総額

の20/100超となったため当第３四半期連結会計期間より区分掲記することといたしました。

　なお、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は、1百万円であります。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　減価償却費について、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して
算定する方法によっています。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況
に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利
用する方法によっています。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 9,048百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 8,084百万円

 

　２　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
に対して次のとおり債務保証を行っております。

　２　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
に対して次のとおり債務保証を行っております。

保証債務

㈱市原ニューエナジー 80百万円

計 80百万円

上記の保証債務は、他社からの再保証を受けてお
ります。

保証債務

㈱市原ニューエナジー 250百万円

計 250百万円

 

────────── ※３　手形割引及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 6百万円

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日
満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて
おります。

受取手形 2百万円

　

──────────

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

役員報酬 189百万円

給与手当 732百万円

福利厚生費 128百万円

退職給付費用 61百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

のれん償却額 72百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

役員報酬 244百万円

給与手当 735百万円

福利厚生費 125百万円

退職給付費用 14百万円

のれん償却額 146百万円

 
　 　

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

役員報酬 56百万円

給与手当 232百万円

福利厚生費 39百万円

退職給付費用 30百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

のれん償却額 26百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

役員報酬 85百万円

給与手当 241百万円

福利厚生費 41百万円

退職給付費用 4百万円

のれん償却額 48百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

　

現金及び預金 3,488百万円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △718百万円

現金及び現金同等物 2,770百万円

　

　

現金及び預金 4,076百万円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △543百万円

現金及び現金同等物 3,533百万円

　
　 　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 5,194,400

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 200

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月25日
定時株主総会

普通株式 38 7.50平成21年３月31日平成21年６月26日利益剰余金

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 25 5.00平成21年９月30日平成21年12月10日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

24/32



(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日）

　当社及び連結子会社の事業は環境ソリューション事業の単一事業であります。従いまして、開示対象と

なるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 1,909円42銭

　

　

１株当たり純資産額 1,889円12銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 10,225 10,073

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 307 287

　（うち少数株主持分）（百万円） (307) (287)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 9,917 9,786

期末の普通株式の数（株） 5,194,200 5,180,600

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 18円76銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

17円74銭

　

　

１株当たり四半期純利益金額 36円71銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

36円21銭

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 96 190

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 96 190

　普通株式の期中平均株式数（株） 5,152,480 5,186,400

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　普通株式増加数（株） 295,996 72,622

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

－ －
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 19円14銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

18円90銭

　

　

１株当たり四半期純利益金額 21円18銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

20円91銭

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 98 110

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 98 110

　普通株式の期中平均株式数（株） 5,167,900 5,193,600

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　普通株式増加数（株） 65,846 67,417

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前連結会計年度末から重要な変

動がある場合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

第34期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議し、配当金の支払を行っております。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　25百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 5円00銭

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

30/32



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社　タケエイ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　横　井　直　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　野　純　司　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タケエイの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タケエイ及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　
　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

31/32



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

株式会社　タケエイ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　横　井　直　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　野　純　司　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タケエイの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タケエイ及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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